
１．職員の任免に関する状況

（１）職員採用・退職の状況（平成23年4月2日～平成24年4月1日）

（注）退職者数、採用者数には、総務省、国土交通省、京都府教育委員会の割愛人事による者を含みます。


（２）職員採用試験の状況

○定期採用試験（平成24年4月1日採用）

（３）事由別退職者数（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

（４）部門別職員数の状況（各年4月1日現在） （単位：人）

（注）１．職員数は、一般職に属する職員数で、教育長を含みます。

　　　２．[　　　]内は、条例定数の合計です。
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（５）職種別職員数の状況（各年4月1日現在） （単位：人）

（６）職員数の推移（各年4月1日現在）（単位：人）

（注）平成18年以前の数値は、旧木津町、旧加茂町及び旧山城町の数値の合計値です。

（７）年齢別職員構成の状況（平成24年4月1日現在）
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（８）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　木津川市は、平成19年3月12日に木津町、加茂町、山城町が合併して誕生しました。また国家的プロジェクトである｢関西文

化学術研究都市」の中核として発展し、全国的に尐子高齢化が進むなか、人口が大きく増加している数尐ない自治体です。

　しかしながら現在の地方自治体を取り巻く状況は、2008年の世界的な金融危機に端を発した景気低迷と雇用の減尐による市

民税の大幅な減尐するとともに、高齢化の著しい進行などによる社会福祉費の増加に加え、平成２３年３月に発生した東日本

大震災の復興への道のりが未だ判然としないことなど、極めて厳しい財政状況に直面しております。また国による地域主権改

革など、複雑高度化していく行政需要に的確に対応していくため行財政改革による行政の簡素化・合理化が求められています。

　本市の職員の定員管理におきましても合併以前の旧３町から定員適正化を図り、組織機構改革、事務事業の見直し、退職者

不補充、職員の能力開発などにより職員数の削減に努め、合併後も合併によるスケールメリットを活かすため類似団体の１割

減の職員数を目標に取組んできました。結果、平成２０年４月には職員数が５０２名となり、平成１０年度以降の１０年間で

１２１名（１９．４％）の職員を削減し、当初の目標を上回る成果が得られました。

　引き続き職員の定員適正化に努めるとともに、職員の退職による労働力の低下、人口増による行政需要の増加に対応するた

め、将来の職員数の目標数値を定めた「定員適正化計画」を策定し、職員数の適正化を図りつつ最大の行政効果が得られるよ

う事務事業の見直しと行財政の効率化に努めるものとしています。

ア．定員管理の数値目標

イ．定員管理の年次別数値目標（各年4月1日現在）

（注）１．計画期間は、平成21年～平成25年の5年間です。

　　　２．定員管理の職員数には、教育長を含みます。

ウ．定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年4月1日現在）

（注）１．　（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

　　　２．　増減は各年にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては、計画１年目以降現年までの

　　　　　職員増減数の累計を示します。
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２．職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１．職員手当には退職手当を含みません。

　　　２．給与費は当初予算に計上された額であり、給与改定分は含みません。

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日現在）

（注）１．平均給料月額とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２．平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当

　　　　　を合計したものです。なお、下段の数値は、国家公務員の平均給与月額が、時間外勤務手当等を含めずに公表

　　　　されているため、比較用に再計算した額です。

　　３．国家公務員の数値は、平成２４年国家公務員給与等実態調査によるもので、人事院から公式発表された数値の

　　　　うち、給与改定・臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額前の数値を記載しています。
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【参考】国家公務員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

（４）職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在）

（５）ラスパイレス指数の状況（各年度4月1日現在）

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合の採用後の年数をいいます。

　　　採用前に民間企業などの経歴がある場合は、その期間が前歴換算され採用後の年数に加えられます。

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成24年4月1日現在）
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（８）職員手当等の状況

　・　

ア．期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成23年度決算）

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60月分 1.35月分 2.60月分 1.35月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　5％～15％ 　・役職加算　　　5％～20％

　・管理職加算    10％～14％ 　・管理職加算    10％～25％

（注）１人当たり平均支給額は、6月期及び12月期の支給合計額の平均額です。

　　

イ．退職手当（平成24年4月1日現在）

（注）１．本市の退職手当は、京都府市町村職員退職手当組合の規定によります。

　　　２．退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ．地域手当（平成24年4月1日現在）

エ．特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

手当の種類（手当数）

47.50月分

感染症防疫作業従事手
当

社会福祉課職員

手当の名称

支給対象地域

その他の加算措置

59.28月分

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

国

59.28月分

勤　続　３　５　年

最　高　限　度　額

33.50月分

支給実績（平成23度決算）

退職手当の調整額（退職前60月の在職期間
の在級区分により調整額を加算）

勧奨・定年

国

―
1,468千円　

自己都合

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

―

59.28月分

3%

行旅病人
　　　　　1回　1,000円
行旅死亡人
　　　　　1体　5,000円

市全域

主な支給対象職員

5.4％　

主な支給対象業務

3%

犬猫の死体処理取扱作
業従事手当

73千円　

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度）

行旅病人の病院への収容作業に従事した場合及び
行旅死亡人の収容埋葬又は身元判明時において身
元引受人に遺体を引渡す作業に従事した場合

3種類　

行旅病人及び行旅死亡
人取扱作業従事手当

全職員
1匹　500円

※箱詰め状態のものは、
1匹　200円

犬猫の死体処理作業に従事した場合

30.55月分

支給職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

京都市 10%

497人

全　　　職　　　種

2人

3千円　

10%

支給対象職員数

勧奨・定年

木津川市

自己都合

23.50月分

41.34月分

30.55月分

59.28月分47.50月分

退職手当の調整額（退職前60月の在職期間
の在級区分により調整額を加算）

木津川市

―

1回　500円

左記に対する支給単価

まち美化推進課職員
健康推進課職員

支給率 国の制度（支給率）

感染症が発生し又は発生するおそれがある場合に
おいて、感染症患者等の救護、感染症菌の付着の
危険がある物件の処理作業、感染症菌を有する家
畜等に対する防疫作業処理作業に従事した場合

支給職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 122千円　

59.28月分

勤　続　２　０　年 23.50月分

33.50月分勤　続　２　５　年

区　　　　　　　分

6,531千円１人あたり平均支給額

支給実績（平成23年度決算）

41.34月分

24,772千円

61,004千円　

59.28月分

区分
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オ．時間外勤務手当及び休日勤務手当（平成24年4月1日現在）

（注）職員１人当たり平均支給年額の算出にあたっては、支給対象とならない管理職員は除外しています。

カ．その他の手当（平成24年4月1日現在）

○配偶者　　13,000円

○扶養親族（配偶者を除く）　　

1人につき　6,500円

　※配偶者のいない職員の扶養親族

　　1人目は　11,000円

○満16歳の年度当初から満22歳の年度末までの子　

１人につき5,000円加算

○借家・借間居住者

　家賃の額が月額12,000円を超える場合

　　家賃の額に応じ月額11,000円～27,000円

○自動車及び自転車等利用する職員

 2km未満 月額 　  0円

 2km以上 5km未満 月額 2,000円

 5km以上10km未満 月額 4,100円

10km以上15km未満 月額 6,500円

15km以上20km未満 月額 8,900円

20km以上25km未満 月額11,300円

25km以上30km未満 月額13,700円

30km以上35km未満 月額16,100円

35km以上40km未満 月額18,500円

40km以上45km未満 月額20,900円

45km以上50km未満 月額21,800円

50km以上55km未満 月額22,700円

55km以上60km未満 月額23,600円

60km以上 月額24,500円

○交通機関を利用する職員

６か月定期券等の額を一括支給

（月額換算55,000円を限度）

○課長級以上の管理職員に対して支給

　給料×支給割合＝支給額

部長級　14％　次長級　13％

課長級　11％　主幹級　10％

○宿日直勤務をした職員に支給

　勤務１回につき　4,200円

　※１回の勤務時間が5時間未満の場合は半額

同

扶養手当 同

宿日直
手　当

1,396千円

手当名

祝日及び年末年始の休日において勤務した職員に支給

下記以外     時間単価×1.35倍
22:00～5:00  時間単価×1.60倍

23年度

手当名

―

26,425千円 

230千円 

22年度

59,065千円 

―

支給職員１人当た
り平均支給年額

23年度

17千円

22年度

0千円

60千円 

国の同制度

正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
　　　　　　　勤務日　　 週休日   60時間超※
下記以外     125/100　  135/100　　150/100
22:00～5:00  150/100　  160/100    175/100
※月60時間を超える場合は支給割合を引き上げ

410千円

532千円 

166,020千円

支給実績

405千円

内容及び支給単価
国の制度
との異同

時間外勤務手当

1,893千円 22千円

休日勤務手当

年度 支給実績
職員１人あたり
平均支給年額

0千円

異

―

同

管理職
手　当

通勤手当

住居手当 281千円 

給料月額の特別
調整額として、
役 職 に 応 じ て
46,300 円 ～
139,300円を加算

51,064千円 

同 16,033千円 ―

内容及び支給割合

157,722千円
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（９）特別職の報酬等の状況（平成24年4月1日現在）

　　　給　　　料　　　月　　　額

（平成23年度支給割合） 6月期　1.40月分　　12月期　1.55月分

（期末手当計算式）

市長等　((給料＋地域手当)＋(給料×0.2)＋役職加算額((給料＋地域手当)×0.15))×支給割合

教育長　上記計算式の下線部分が(給料＋扶養手当＋地域手当)となる

（平成23年度支給割合） 6月期　1.40月分　　12月期　1.55月分

（期末手当計算式）

　　　　(報酬＋役職加算額(報酬×0.15))×支給割合

（算定方式） （支給時期） （任期満了時退職手当額）

給料月額×5.30倍×在職年数 任期毎  16,790千円

　　〃　　3.15倍　　〃 　〃   8,738千円

　　〃　　2.70倍　　〃　　 　〃   7,128千円

　　〃　　2.70倍　　〃　　 　〃   6,772千円

（注）１．給料月額の金額等については、減額条例に基づく減額後の金額となっています。

　　　２．期末手当の支給割合は、本年の人事院勧告の改正前の数値となっています。

　　　３．現在、水道事業管理者は選任していませんが、参考として記載しています。

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）

　（注）保育園、図書館など不規則な勤務に従事する職員については、勤務時間を週当たり38時間45分となるように勤務の

　　　割り振りを行っています。


（２）時間外勤務及び休日勤務の状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

（注）算出にあたり管理職員は対象から除きます。

（３）年次有給休暇の取得状況（平成23年1月1日から平成23年12月31日）

（参考）平成22年における平均取得日数

休憩時間

有38時間45分

131時間

終了時刻

11.4日 11.0日

報
酬

350,000円

水道事業管理者

議員

792,000円

693,500円

380,000円

議長

副議長

期
末
手
当

扶
養
手
当

通
勤
手
当

退
職
手
当

教育長

市長

平均使用日数

週休日の振替制度

※　一般の職員の例に準じる。なお、扶養手当は教育長のみ対象。

28.8％

679,800円　（19,800円）

取得率

民間

―

491人

12:00～13:00

副市長

水道事業管理者

副市長

660,000円

470,000円

627,000円 645,810円　（18,810円）

―

1週間の勤務時間 開始時刻

職員1人当たり年間平均時間

全対象職員数

市長

総取得日数総付与日数

全地方公共団体国

11.2日5,489日

木津川市

19,055日

12.9日 8.6日

副議長

議員

8:30 17:15

水道事業管理者

副市長

水道事業管理者

教育長

議長

―

地域手当を含めた給料月額（うち地域手当の額）

815,760円　（23,760円）市長

副市長 714,305円　（20,805円）

区分

給
料

地
域
手
当 教育長

時間外・休日勤務総時間数

平均取得日数

54,597時間

市長

教育長
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（４）病気休暇の状況（平成24年4月1日現在）

（注）取得件数及び総取得日数については、平成23年1月1日から平成23年12月31日の期間となります。

（５）特別休暇等の状況（平成24年4月1日現在）

要介護者の介護、通院等の付添い、介護サービスの提供を受ける
ために必要な手続の代行及びその他必要な世話を行う職員が、当
該世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場合
１の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１
０日）の範囲内の期間

15 件 

配偶者が出産する場合であってその出産予定日の８週間（多胎妊
娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間
を経過する日までの期間にある場合において、当該出産に係る子
又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、これ
らの子の養育のため勤務しないことが相当であると認められる場
合　５日の範囲内で必要と認められる期間

0 件 
父母の追悼のための特別な行事（死亡後15年以内に行われるもの
に限る）のため勤務しないことが相当と認められる場合　1日

産前産後休暇

86 件 

配偶者の出産休暇 ２日以内で必要と認められる期間

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の
負傷・疾病に係る看護のため勤務しないことが相当であると認め
られる場合　１年において５日（その養育する小学校就学の始期
に達するまでの子が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲
内の期間

死亡した者の続柄に応じて１日から１０日の範囲内で必要と認め
られる期間

112 件 

17 件 

3 件 

短期介護休暇

0 件 

2 件 

73 件 

１年に５日以内でその都度必要と認められる期間

10日以内で必要と認められる期間

0 件 

4 件 

1 件 

4 件 

骨髄液提供のための休暇

裁判員、証人、鑑定人、参考人
等として、官公署等への出頭

選挙権その他公民
としての権利行使

90日を超えない範囲で、その療養に必
要と認められる期間（特定疾病につい
ては、180日を超えない範囲）

連続する３日を超えない範囲内で必要と認められる期間

期間

0 件 

80 件 

結婚休暇

社会貢献活動のための休暇

期間

結核性疾患

公務上の負傷又は疾病

病気休暇の種類

必要と認められる期間

生理休暇

育児休暇 生後１年未満の子を養育する場合、１日２回、１回30分

半日の範囲内で必要と認められる期間（義務教育に限る）

必要と認められる期間（義務教育に限る）

法要休暇

７月から９月までの期間で、原則連続する３日の範囲の期間

分べんの予定日前８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）
に当たる日から、分べんの日後８週間目に当たる日までの期間の
中で職員が請求した期間

必要と認められる期間

1 件 

休暇の種類

取得件数

１年を超えない範囲で、その療養に必
要と認められる期間

183 件 

上記以外の負傷又は疾病

0 件 

必要と認められる期間

722 日 

 平均使用日数　2.9 日

取得実績

39 件 

0 件 必要と認められる期間

総取得日数

0 日 

29 日 その療養に必要と認められる期間

子の入学式、卒業式休暇

感染症の予防等による交通遮断
又は隔離による場合

配偶者の出産に伴う
子の養育休暇

子の看護休暇

忌引休暇

子の授業参観休暇

夏季休暇
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（注）取得状況については、平成23年1月1日から平成23年12月31日の期間となります。

（６）介護休暇の状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

（注）介護休暇取得者数は、平成23年度中に取得を開始した職員数です。

（７）育児休業の状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

○育児休業承認期間

○部分休業承認期間

（注）育児休業、育児のための部分休業の承認期間については、平成23年度中に新たに育児休業及び部分休業の取得を

　　　開始した職員数です。

区分

育　児　休　業　承　認　期　間

6月以下 6月超え
1年以下

1年超え
1年6月以下

1年6月超え
2年以下

2年超え
2年6月以下

2年6月超え

女性職員 0人 0人 

0人 

1人 

0人 0人 

0人 

1月を超え
2月以下

平成22年度
国家公務員
育 児 休 業
取　得　率

部分休業
取得者数

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

育児休業
対象者数

育児休業
取得者数

育児休業
取得率

3月を超え
4月以下

5月超え

0人 

0人 

0人 

0人 

0人 0人 

4月を超え
5月以下

2月を超え
3月以下

0人 

0人 0人 

要　介　護　者　数　（職員との続柄別）

兄弟姉妹

0人 

職員の現住居が災害により
滅失、損壊しその復旧作業に

あたる場合

計

3人 0人 

0人 3人 1人 

0人 

0人 

0人 

計

0人 

2年6月超え

3人 7人 42.9%

男性職員

計

0人 0人 

2人 7人 

0人 

0人 

計

介　護　休　暇　承　認　期　間

0人 

3人 

計

0人 

1人 1人 1人 

2人 

0人 0人 

100.0%3人 94.2%

0人 

計 0人 1人 

1年超え
1年6月以下

区分 6月以下 6月超え
1年以下

2人 

1人 

区分

0人 

0人 

0人 0人 

0人 1人 

7人 

女性職員

男性

女性

0人 

部　分　休　業　承　認　期　間

3人 

0人 

0人 

0.0%

0人 

2年超え
2年6月以下

1年6月超え
2年以下

0人 

0人 3人 

3人 

0人 

区分

前年度からの継続職員

0人 0人 

0人 

区分

男性職員

1月以下

0人 

0人 

女性職員

災害又は交通機関の
事故等による場合

男性職員

0人 0人 

計

0人 

配偶者
の父母

配偶者

0人 

介護休暇
取得者数

0人 

0人 

0人 0人 

0 件 7日の範囲内の期間

0人 

0人 0人 

必要と認められる期間

父母

0人 

0人 

孫

30 件 

子 祖父母

0人 

0人 

0人 0人 

1.3%

0人 0人 

平成23年度中に取得可能となった職員

0人 0人 

0人 

女性職員 0人 

0人 

計

2人 

0人 

0人 4人 

3人 

0人 

男性職員 0人 
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４．職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分　（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

（注）分限処分とは、職員の非違責任を追求する制裁的な処分ではなく、あくまでも公務の能率を維持し、適正な運営を確保

　　　するために地方公務員法第２８条に基づき行う処分です。主に免職、降任、休職等の処分があります。

（２）懲戒処分　（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

（注）懲戒処分とは、職員の服務上の義務違反に対して、任命権者が、公務員関係の秩序を維持するために、地方公務員法


　　　第29条に基づき行う制裁的処分で、免職、停職、減給及び戒告の４種類があります。

0件 

0 件

0 件 0 件

0 件

0 件0 件

0件 0件 

0 件

起訴休職

0 件

0 件0 件

0 件 0 件

0 件 0 件

0 件

0 件

0 件

休職

病気休職
内精神疾患

0 件

0 件

0件 0件 計 0件 

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合
（地公法29Ⅰ③）

0件 0件 0件 

0 件

0 件

0 件

11 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件

0 件 0 件

0 件

減給 計

0 件

0 件 11 件

0 件

0 件

0 件

11 件

0 件

0 件

0 件0 件

降給 失職

11 件0 件

計

0 件

0 件

0 件

11 件

0 件

0 件

0 件

心身の故障の場合
（地公法28Ⅰ②、28Ⅱ①）

区　　　分 免職

勤務実績が良くない場合
（地公法28Ⅰ①）

免職

降任

職に必要な適格性を欠く場合
（地公法28Ⅰ③）

0 件

0 件

職制、定数の改廃、予算の減尐
により廃職、過員を生じた場合
（地公法28Ⅰ④）

0 件

条例で定めた事由による場合
（地公法28Ⅲ）

法令に違反した場合
（地公法29Ⅰ①）

0件 

地公法第16条の欠格条項に該当
するに至った場合
（地公法28Ⅳ）

0件 

0 件

区　　　分 停職

0 件

戒告

0件 

0件 

0件 

0件 

職務上の義務に違反し、又は職
務を怠った場合
（地公法29Ⅰ②）

0件 

11 件

0件 

0件 

計

0 件0 件

刑事事件に関し起訴された場合
（地公法28Ⅱ②）

0件 

0件 
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５．職員の服務の状況

（１）服務の根本基準

　職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力で職務を遂行しなければなりません。職員が職務を遂行するに



あたり守るべき義務は、次のとおりです。

（２）職務に専念する義務の免除の状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

地方公務員法第49条の2の規定による不服申立て（審査請求又は異議申立て）を
し、及びその審理に出頭する場合

0 件 

0 件 地方公務員法第55条第8項の規定に基づき、適法な交渉を行う場合

0 件 

政治的行為の制限
（地公法36）

争議行為等の禁止
（地公法37）

災害救助法、消防組織法、又は水防法により出動し、又は訓練に参加する場合

厚生に関する計画の実施に参加する場合

研修を受ける場合

営利企業等の従事制限
（地公法38）

0 件 

0 件 

職務に関連ある他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、その職に属する事務
を行う場合

6 件 

地方公務員法第46条の規定による勤務条件の措置に関し要求し、及びその審理に出
頭する場合

職務遂行に直接関係のある資格免許を取得するための試験を受験する場合

9 件 

行政の運営上特に必要と認められる他の地位に属する事務を行う場合

守秘義務
（地公法34）

職務専念義務
（地公法35）

0 件 

0 件 

0 件 

0 件 

件　　　数

特別職としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合

職員は、法令上特別の定めがある場合を除くほか、勤務時間中全力で職務を遂行しなけ
ればなりません

職務命令等に従う義務
（地公法32）

職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません

信用失墜行為の禁止
（地公法33）

職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与するなどの政治的行為をしてはなりませ
ん

職員は、争議行為等が禁止されています

区　　　分

職員は、その職務遂行に当たり法令等に従い、かつ上司の職務上の命令に忠実に従わな
ければなりません

国、他の地方公共団体又は他の公益団体が定める場合主催する講演会等の講師の場
合

区分

職員は、その職の信用を傷つけまたは職全体の不名誉となるような行為をしてはなりま
せん

内容

職員は許可を受けなければ、営利企業等に従事することができません
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（３）職員の営利企業等従事許可の状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

大学の通信教育による面接授業を受講する場合

京都府市町村職員共済組合が実施する制度を利用して人間ドックを受診する場合

4 件 

0 件 

0 件 

0 件 

1 件 

自ら営利を目的とする場合

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の役員、顧問、評議
員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合

25 件 

0 件 

0 件 

2 件 

結核性疾患及び有害な業務に起因する疾患に対する措置として勤務の軽減措置が必
要と認められる場合

件　　　数

運転免許証を有する職員がその免許証の更新を行う場合

妊娠中及び出産後１年を経過しない職員が、医師又は助産師の指導により勤務時間
短縮の必要があるとされた場合

地方公務員法第55条第10項の規定による不満を表明し、又は意見を申し出る場合

医師の診断に基づいて、職員の健康回復又は職場適応訓練等のため一定期間、勤務
の軽減措置が必要と認められる場合

118 件 

0 件 

0 件 

0 件 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査等）

財団法人京都府市町村職員厚生会の運営委員会等の会議に出席する場合

区　　　分

妊娠中の職員が、母子保健法第10条に規定する医師の保健指導又は同法第13条に規
定する健康診査を受ける場合

妊娠中の職員が、医師又は助産師の指導により休養又は補食の必要があるとされた
場合
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６．職員の研修の状況

　職員の能力を開発し、公務能率を向上させ、よりよい市民サービスを提供するため、木津川市職員服務規程および木津川市

職員の研修に関する規程に基づき、さまざまな研修を行っています。

（１）職員研修の種類（平成24年4月1日現在）

○新規採用者研修

新規採用者を対象に市政の概要、職員の服務などの基礎的知識について研修

○一般職員研修

市政に関する一般的知識、公務員倫理などの基礎的知識について研修

○監督者研修

係長・課長補佐級以上の職員を対象に監督者としての必要な知識について研修

○管理職研修

管理職員を対象に市政の方針に関すること及び管理職としての必要な知識について研修

○実務研修

職務を遂行するうえで必要となる専門的知識などについて研修

○特別研修

広く一般教養としての知識などについて研修

○派遣研修

必要に応じて、実務研修のため国又は他の地方公共団体に職員を派遣

○職場研修

職場ごとに管理職及び監督者が、その職務に必要な知識などの向上のため常時行う研修

（２）職員研修の実施状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

Ｏｆｆ－ＪＴの運営実務

1 回

京都府南部７市合同研修会 1 回 2 日

1 回

1 人

2 人

2 日 34 人

15 人

3 人

1 人

2 日 4 人

24 人

3 人

2 日

3 人

11 人

4 人

4 人

2 日

75 人

1 人

1 人

173 人

法制執務の応用（実践編）

1 回

木津川市

第３４回近畿地区課長補佐研修

職場のキーマンとして活躍するために

京都府南部７市合同研修会

大阪中之島合同庁舎

京都府南部７市合同研修会

京都府市町村振興協会

2 日

3 日

2 日

2 日

2 日

1 日

4 日

2 日

4 日

京都府南部７市合同研修会

3 回

1 回

1 回

1 回

人事院近畿事務局

京都府市町村振興協会

木津川市

1 回

1 回

監督職研修

2 日

2 日

7 日

京都府市町村振興協会

政策法務と条例立案

京都府市町村振興協会

1 回

1 回

1 回

1 回

1 回京都府市町村振興協会

京都府市町村振興協会

京都府市町村振興協会

条例・規則の読み方・つくり方（基礎編）

モチベーションを高めるコミュニケーションスキ
ル

監督者研修

１０年目職員研修

回数実施機関

京都府市町村振興協会

新規採用職員研修

新規採用職員研修

日数

1 回 2 日

課長研修「マネジメント・スキルの強化と職場問
題解決」

特別研修

研修区分

5 人

研修名 参加者数

初任者研修

管理職研修 木津川市

第４１回近畿地区係長研修 1 回

自治体における訴訟実務

木津川市 3 回

一般職員研修

実務研修
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実務研修

人権研修

1 回

木津川市

京都府市町村振興協会

木津川市

1 回

京都府市町村振興協会

1 回

1 回社団法人　日本経営協会

1 回

税務担当職員初任者研修

京都府市町村振興協会 1 回

1 日

1 日

エクセル（応用）

京都府市町村振興協会 1 回

1 回

1 回

1 回

1 回

11 日 1 人

1 日 2 人2 回

1 回

1 回

1 回

1 回

1 日

1 人

1 日

8 人

1 人

2 人

3 日

1 人

1 人

69 回 104 日 

132 人

4 回

1 回

1 日

1 日 978 人

1,743 人 

3 日 1 人

2 日 1 人

1 日

2 日

1 日 7 人

14 人

2 人

1 人

1 人

3 人

10 回

1 日2 回

53 人

2 人

1 人

1 日

2 日

1 日

行政経営研修「行政経営・職場管理の理論と
実際」

非木造家屋の評価計算

財団法人 中小企業総合研究
機構

1 回エクセル（基礎）

京都府市町村振興協会

市町村職員中央研修所

総務省

社団法人　日本経営協会

京都府市町村振興協会

社団法人　日本経営協会

公共工事の適切な施工

土木工事技術検査

地域づくり人育成講座

中小企業活性化担当者研修

建築工事及び電気設備工事技術検査

選挙事務講習会

市議会事務局職員研修

合　　　　　計

東日本大震災被災地支援活動報告会

産業医による卒煙教室

非木造家屋評価研修会

メンタルヘルス研修

問題解決のための理論と発想

市町村職員中央研修所

京都府市町村振興協会

木津川市

農業所得に係る収支計算研修 京都府市町村振興協会

2 日 1 人

1 日

2 日

クレーム研修 京都府市町村振興協会

1 日

全国市町村国際文化研修所 1 回

1 日

3 日

議会運営実務研修会

1 回 3 日

広報広聴

地域主権確立に向けた自主的取組の応援等
による市町村派遣職員の情報交換会

パワーポイント研修（基礎・応用）

60 人

5 人

1 回 2 日 1 人

1 回

1 回

1 日 6 人

47 人

1 日

1 人

1 人

2 日

1 回

木津川市

京都府市町村振興協会

2 日

1 人

都道府県選挙管理委員会連
合会近畿支会

行政経営職員研修「地方公共団体の職場にお
ける能率向上について」

木津川市

総務省

京都府市町村振興協会

地域主権職員研修「最近の地方行政を巡る動
向について」

木津川市

第４１回都市勤務職員研修会

全国市町村国際文化研修所

市町村トップセミナー

木造家屋評価研修会 1 回

木津川市

1 回

平成23年度財政健全化法監査

7 人

特別研修

市町村監査委員研修 京都府市町村振興協会 1 回

市町村議会委員長研修 京都府市町村振興協会 1 回

市町村議会広報研修

木津川市 1 回 1 日 32 人

1 日 4 人

京都府市町村振興協会 1 回 1 日
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７．職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断の状況

　職員の健康管理のため、毎年、健康診断等を実施しています。平成23年度の実施状況は、次のとおりです。



（２）公務災害等の状況

　公務上又は通勤途上の災害により負傷等した場合には、地方公務員災害補償基金から一定の補償が行われます。平成23年



度の発生状況は、次のとおりです。

（３） 共済制度の状況

　共済制度とは、社会保障の一環として、職員やその家族の生活の安定と福祉の向上を図る相互救済の制度です。共済制度

の概要は次のとおりで、必要な費用は職員の掛金と構成団体の負担金で賄われています。

ア．機関名：京都府市町村職員共済組合

イ．共済制度概要

○短期給付事業　

病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して、必要な給付を行う。

○長期事業　

退職・障害・死亡に対して、年金又は一時金の給付を行う。

○福祉事業　

健康診断などの健康の保持増進事業、貯金事業、貸付事業などを行う。

（４）福利厚生の状況

　地方公共団体は、地方公務員法第42条の規定により、職員の福利厚生の計画を樹立し、実施することが義務付けられており、

木津川市では、7市10町1村18一部事務組合5関係団体、会員約7,500人（平成24年3月現在）で構成されている、財団法人京都府

市町村職員厚生会に加入し、福利厚生事業を行なっています。

　　主な、事業は以下のとおりで、構成団体の職員の掛金と構成団体の負担金で賄われています。

ア．財団法人京都府市町村職員厚生会の主な事業内容（平成24年4月1日現在）

　　○元気回復事業

　　　総合スポーツ大会などの開催、カフェテリアプラン事業、生活設計支援事業、会員家族交流事業など

　　○給付事業

　　　結婚祝金、子育祝金、健康回復助成金、人間ドック利用助成金、入院・在宅療養見舞金、死亡弔慰金など

　○退職互助事業

　　医療給付金事業、退職者会の活動など

イ．掛金・負担金の割合（平成23年度決算）

1（負担割合） 2

脳ドック

通勤災害認定件数 0 件  0 件  

傷病

公務災害認定件数 0 件  

死亡

1 件  

100.0 %  109 人  特殊検診 109 人  

228 人  

36 人  

263 人  　巡回健診

36 人  

94.3 %  248 人  

100.0 %  

228 人  　人間ドック 100.0 %  

（職員1人あたり） 24千円48千円

掛金

京都府市町村職員厚生会 23,816 11,908

負担金

受診者

96.9 %  491 人  

健康診断の種類 対象者

476 人  

受診率

定期健康診断
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８．公平委員会の状況

（１）公平委員会の概要

　　　公平委員会は、地方公務員法第7条第2項の規定により設置されており、その権限は同法第8条第2項において定められて

　　います。主な内容は次のとおりです。

　　　○職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置を審査・判定し、必要な措置を執ること。

　　　○職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をすること。

　　　○職員の苦情を処理すること。

（２）公平委員会の業務の状況

ア．勤務条件に関する措置の要求の状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

イ．不利益処分に関する不服申立ての状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

ウ．苦情の処理の状況（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

0 件  0 件  

前年度から
の継続件数

0 件  

処理件数

0 件  

前年度から
の継続件数

措置要求件数 終結件数
翌年度への
継続件数

0 件  0 件  0 件  

措置要求件数 終結件数
翌年度への
継続件数

0 件  0 件  
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